
とうごう議会だより 平成21年８月１日 
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工事請負契約の締結（東郷中学校体育館の耐震工事） 

議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正 

特別職の職員で常勤の者の給与及び旅費に関する条例の一部改正 

職員の給与に関する条例の一部改正 

税条例等の一部改正 

国民健康保険税条例の一部改正 

愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少及び 
愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更 

愛日地方教育事務協議会を設置する地方公共団体の数の減少及び 
愛日地方教育事務協議会規約の変更 

尾張農業共済事務組合を組織する地方公共団体の数の減少 
及び尾張農業共済事務組合規約の変更 

尾張土地開発公社定款の変更 

平成21年度一般会計補正予算（第２号） 

平成21年度国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

総合計画審議会条例の一部改正 

子ども医療費支給条例の一部改正 

地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る 
国の財政上の特別措置に関する法律の延長に対する意見書 

北朝鮮の核実験に対して断固たる対応を求める意見書 

平成21年度一般会計補正予算（第３号） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × － ○ × ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × － ○ × ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

× × × ○ × × × × × × ○ × ○ ○ － × ○ × × ×  

× × × × × × × × × × ○ × ○ ○ － × × × × ×  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○  

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ × ○ ○ ○  

議 案 名  議 案 名  議 案 名  

議 案 審 議 の 結 果 一 覧  議 案 審 議 の 結 果 一 覧  議 案 審 議 の 結 果 一 覧  

※議長 近藤秀樹は採決に加わらない  ○…賛成 ×…反対 

地震防災対策強化地域における地震対策地震防災対策強化地域における地震対策 
緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に 
関する法律の延長に対する意見書関する法律の延長に対する意見書 

地震防災対策強化地域における地震対策地震防災対策強化地域における地震対策 
緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に 
関する法律の延長に対する意見書関する法律の延長に対する意見書 

地震防災対策強化地域における地震対策 
緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に 
関する法律の延長に対する意見書 
本町は、平成14年に東海地震に係る地震防災対策強化地

域に指定され、地震対策緊急整備事業計画に基づき、地震防

災対策の推進に全力で取り組んでいるところである。 

この計画は、平成21年度末で期限切れを迎えるが、限ら

れた期間内に緊急に整備すべき最小限の事業を策定している

ところから、今後実施すべき事業が数多く残されている。 

また、近年の国内外における大地震により得られた教訓を

踏まえ、公共施設の耐震化、避難地の整備、各種防災資機材

の整備等をより一層推進する必要が生じている。 

したがって、東海地震による災害から地域住民の生命と財

産を確保するためには、地震対策緊急整備事業計画の充実と

期間の延長を図り、これらの事業を迅速かつ的確に実施するこ

とにより、地震対策の一層の充実に努めていかなければならない。 

よって、国においては、地震対策緊急整備事業計画の根拠

となっている「地震財特法（地震防災対策強化地域における地

震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法

律）」の延長について、特段の配慮をされるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

愛知県愛知郡東郷町議会 

議長　近 藤　秀 樹 

（提出先） 

参議院議長 文部科学大臣 消防庁長官 

衆議院議長 厚生労働大臣 林野庁長官 

内閣総理大臣 農林水産大臣 水産庁長官 

 総務大臣 国土交通大臣 

 財務大臣 内閣府特命担当大臣（防災） 

北朝鮮の核実験に対して北朝鮮の核実験に対して 
　断固たる対応を求める意見書　断固たる対応を求める意見書 
北朝鮮の核実験に対して北朝鮮の核実験に対して 
　断固たる対応を求める意見書　断固たる対応を求める意見書 
北朝鮮の核実験に対して 
　断固たる対応を求める意見書 
５月25日に北朝鮮が強行した地下核実験は世界の

平和と安定への重大な挑戦である。 

アメリカのオバマ大統領が「核兵器のない世界の平

和と安全保障の実現に米国が取り組むことを宣言する」

と4月5日にチェコのプラハで演説するなど核兵器廃

絶に向かう新たな機運が生まれつつある情勢のもと

行われた今回の核実験は「いかなる核実験または弾道

ミサイルの発射もこれ以上実施しないこと」を要求し

た国連安保理決議第1718号（2006年10月14日）や、

北朝鮮が「一切の核兵器および現在の核兵器を放棄

する」と合意した六カ国協議共同声明（2005年９月

19日）にも明確に違反する暴挙である。 

よって、政府におかれましては、国連と協調して

日本国民に失望感を持たせないような断固たる対応

を強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提

出する。 

愛知県愛知郡東郷町議会 

議長　近 藤　秀 樹 

 

（提出先） 内閣総理大臣 

 外務大臣 

 総務大臣 

 内閣官房長官 


